
政策評価制度の運用見直しの経緯と今後の課題について

＜令和４年度＞
政策評価審議会「デジタル時代にふさわしい政策形成・評価の在り方に関する提言」（５月）

（行政改革推進会議「アジャイル型政策形成・評価の在り方に関するWG提言」（5月））
政策評価審議会「デジタル時代にふさわしい政策形成・評価の実現のための具体的方策に関する答申」（12月）

「政策評価に関する基本方針」（閣議決定）の見直し（令和５年３月）
① 政策効果の把握・分析機能の強化
② 意思決定過程における活用の推進
③ 制度官庁（総務省）による政策評価の取組の継続的な改善促進

基本方針の見直しから３年度目となることから、政策評価制度部会やWGを中心に、
・ ①～③の観点から各府省や総務省の取組を振り返り、運用上の課題・各府省のニーズ等を把握・整理し、
・ 各府省の取組を後押しする更なる方策について検討を進める
（例えば、これまで基礎的なEBPMの定着に向け、事務事業レベルを中心に取り組んできたが、政策評価制度が本
来対象とする施策レベルでの実践に向けたアプローチが考えられないか）

＜令和５年度～＞
各府省による試行的取組
※ 基本方針の見直しを踏まえて各行政機関
が初めて策定する基本計画の期間（３～
５年）を試行的取組の期間と位置付けて
おり、大多数の行政機関が試行的取組の
期間に入っている

総務省による各府省の後押し
・ 行革事務局と連携した伴走支援（府省横断的ワークショップ等）
・ 各府省と共同での政策効果の分析（実証的共同研究）
・ EBPMに関する内外の論文の収集、解説講義
⇒ 得られた知見を「効果的な政策立案・改善に向けた政策評価
のガイドライン」として整理し提供（R6.3策定、R7.1改定）
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